『海賊対処』派兵新法は何をねらう ？？

日本への期待は非軍事の技術・財政協力　　　　　　Ｙ・Ｓ　4/11
「海賊対策」を名目に、アフリカ東部･ソマリア沖に自衛艦二隻を派遣しました。日本周辺海域以外への「海上警備行動」 発令は初めて。同時に『海賊対処』新法案も閣議決定しました。この狙いは何なのか、考えて見ましょう。
海上保安庁対応で十分では？？
海上での人命･財産の保護、治安維持は海上保安庁の任務です。海上保安庁の巡視船「しきしま」「やしま」「みずほ」などは、海賊に対して十分な戦闘能力を備え、逮捕権も持ち、訓練も十分つんでいます。「海賊天国」といわれたマラッカ海峡でも、大きな役割を果たしました。

武器を持った外国の艦船や不審船など、海上保安庁の能力を超える場合だけ、海上自衛隊が出動するのです。
最初から自衛隊派遣ありき

ところが政府は、海上保安庁巡視船の活用を最初から除外。自衛隊派遣ありきです。その狙いは何でしょう？

狙い①　自衛隊の派兵範囲　全世界の海に拡大

　　　法案で定める活動範囲は、「公海と日本領海」です。つまり、他国の領海を除く世界のすべての海域です。
狙い②　武器使用の拡大

　　　「海賊船を停船させるための武器使用」も認めるとしています。従来の枠を超え、「任務遂行のための武器使用」ができることになります（従来は正当防衛と緊急避難の場合のみ）。
狙い③　派兵恒久法（自由化法）の突破口　　　

法案では、政府の判断一つで派兵できます。テロ特措法のような時限立法でもない。

　政府は、いつでも、どこにでも、閣議決定だけで海外派兵できる『海外派兵恒久法（自由化法）』の成立を急いでいますが、海賊対処新法はその突破口になるでしょう。

狙い④　民主党と改憲で共同歩調

　　　ソマリア沖派兵は、昨年の国会で民主党（長島昭久）議員が主導し、麻生首相が飛びついた、《政府･民主党合作》の産物です。自･民両党の改憲派は、これを機会に憲法改訂につなげようとしています。

軍艦で海賊は減らない。今年の実情

ソマリア沖の海賊事件は今年、過去最高だった昨年を上回るペースです。各国が軍艦を派遣した今、海賊は増えています。

近隣諸国の粘り強い努力で　和平の機運

貧困と政治情勢の不安定が海賊を生み出す原因です。ソマリアでは、近隣諸国の粘り強い努力で、今年に入って暫定政府が成立し、和平への機運は高まっています。

日本はマラッカ海峡での経験を生かし非軍事の技術的、財政的協力を

海賊問題そのものの対処でも、マラッカ海峡での海賊激減の教訓（日本が提唱した非軍事の協力体制）に学んだ、周辺諸国の取り組みも進んでいます。日本は、こういう活動に政治的、技術的、財政的協力をすべきです。

『海賊対処』派兵法案を廃案に

海外派兵恒久法制定や憲法改訂を止めるためにも、ソマリア沖での自衛隊の軍事活動をやめさせ、『海賊対処』派兵法案を廃案に追い込むことが重要です。
『海賊法』では　　　　4/15
人質奪還のためには海賊射殺が認められる。：中谷・元防衛庁長官

日本人を人質にした海賊がソマリア領内に逃げ込んだ場合、ソマリア暫定政府の同意の有無にかかわらず、日本が救出活動を行う。：中谷・元防衛庁長官

安保理決議１８５１では、空爆の可能性が排除されない。中曽根外相　

Ｐ３Ｃは空爆のアメリカ機に情報提供か？
ジブチとの地位協定（Ｐ３Ｃ駐留のため）：自衛隊は武器の所持、携行が認められ、「外部からの攻撃または侵入から保護するために必要な措置を取ること」が認められる．．．．．．基地防衛の為に陸上自衛他の派遣もあり。武器使用もＯＫ。
